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韓国の雇用・労働政策の変遷、現状及び課題 
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要約： 

 「漢江の奇跡」、「東アジアの奇跡」と称された韓国の急速な経済成長は、

政府主導による経済優先と労働運動弾圧の成果でもあったが、1987年「民

主化特別宣言」直後には労働運動の劇的な高揚が見られた。その後、97

年の IMF 通貨・経済危機による高失業と非正規労働増加を背景に、最低

生活保障政策など経済・社会的弱者保護政策に並行して、経済・労働市場

の自由化と労使協調の誘導が同時進行し、関連法令の改訂が続いている。

他方、政界では 2004年国会選挙で民主労働党（90年結成）が躍進したが、

2大労組ナショナルセンターは、一方では融和（御用）性、他方では急進

性と弱小性から、コーポラティズムが定着するには至っていない。本稿で

は、韓国のこうした雇用・労働の基本的枠組みのほか、産業のサービス・

情報 IT 化、資本・労働の国際化、人権意識高揚と「ジェンダー主流化」

などに伴う現代的課題も整理したい。 

 

キーワード： 

 労働政治の民主化、労働法制の「現実化」、労働市場柔軟化・多様化、

経済的弱者保護 
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はじめに 

 

 1960年代から 80年代まで、政府主導による成長優先と労働弾圧が続いた。

80年代の「上からの民主化」時代には労使協調政策を進めたが、その虚構性

は 87年の激しい労働運動によって大破されたと言ってよい。97年 3月、労

働関係法令の大改正がなされたが、同年 11月の IMF危機によって翌年には

初のマイナス成長と 7％を超える高失業のなかで、IMF勧告に沿って労働市

場自由化を選択せざるをえず、新たな経済的弱者が生み出された。 

こうしたなかで雇用・労働に関する問題だけでも多岐にわたるが、大きな

流れを捉えると、1 つには労働弾圧が 1980 年代以降に緩和されてきたが労

使協調への誘導政策は決して放擲されていないこと、もう 1つには労働関連

法令の顕著な実態との乖離が埋められ、いわば法令の「現実化」1が進んだこ

とは間違いないであろう。後者の背景には、＜奪われた 30 年＞を取り戻そ

うとする議会民主主義への強い期待を反映した政治情勢がある。労働法令の

「現実化」への期待から、勤労福祉や、高齢者雇用・青年失業などの経済的

弱者保護・支援の諸法令が、請願や議員発議によって多数、制定・改正が相

次いでいる。 

そこで暫定的仮説として、第 1に、直接的な労働弾圧がなくなったとはい

え、労使協調を目指す点は 1960 年代から一貫しているのではないか。第 2

に、福祉同様に、法令の「現実化」につれて、法令への信頼と期待が高まっ

たことから「立法闘争」の様相を呈しているため、結果的には経済・社会シ

ステムにおける政府の役割強化という帰結をもたらすかもしれない2。 

本稿では、これら暫定的仮説を精緻化する基礎作業として、第 1 節では、

雇用・労働に関する先行研究をサーベイするとともに、1960 年代以降の雇

用・労働政策を概観する。第 2節では、憲法の労働規定と、次いで主要労働

法制の変遷を整理する。 
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第１節 韓国経済と雇用・労働問題の概観 

 

１． 研究動向 

 

 日本における韓国経済研究は、1970年代、輸出指向型工業化による高度成

長の要因と実態の分析に始まった政府主導による 5ヵ年計画の実態と問題点

を解明した趙［1974］のほか、とりわけ隅谷［1976］の「低賃金労働を武器

に輸出すればするほど貿易赤字が発生する」という仮説は、従属派の追い風

を受けて注目された。これに対して渡辺［1981］は、＜従属から自立へ＞と

いう仮説を打ち出すとともに、1970年代半ばに労働過剰から労働稀少へのル

イス型転換点が検証されるとした。 

 1980 年代前半、第 2 次石油危機とレーガノミクスそして釜山・馬山騒擾

に端を発する政情不安（79年 10月の朴大統領銃殺）によって、累積債務危

機（DSR3が危険水準の 20％に接近）と経済不況に陥った。しかしプラザ合

意（ドル高是正＝ウォン安）とソウル五輪ブームで史上初の国際収支黒字に

よってこの危機を乗り切った。他方、同じく NICsと称されたブラジル、メ

キシコが累積債務危機から経済破綻状態を呈したため、世界銀行［1994］は

韓国・台湾の市場友好的な経済開発戦略が、成長だけでなく所得分配などで

も好成果をもたらすと称賛・奨励した。 

 しかし 1997 年末の通貨危機によって、韓国経済の輸出・対外依存度の強

さが、資本市場自由化のもとで危機要因となることが明らかとなった。IMF

支援と引き換えに、韓国は経済・労働市場の構造調整を余儀なくされ、倒産

や整理解雇による大量失業を生み出した。 

 こうした経済発展過程の研究の蓄積のうち、労働・経営の本格的研究とし

て、1990年代半ばまでは、植民地期からの労働運動史研究の金潤換［1987］、

70年代労働運動実態に関する李丞玉［1979］、労使関係に焦点をあてた小林・

川上［1991］などがあげられる。90年代半ば、とくに IMF危機（97年）以

降、労働研究の厚みが一層増した。すなわち、労使関係では孫昌熹［1995］、
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労働法の変遷を丹念にフォローした金裕盛［2001］、判例・事例に富む宋剛

直［2001］、労働者・運動の実態に迫るクー［2004］や朴昌明［2004］、労働

市場動態に関する横田［2003］、石崎［2004］、向山［2006］、女子労働に関

する明［2004］、梁［2004］［2005］などのほか、文字通り枚挙にいとまが

ない。また財閥経営に焦点をあてた高［2000］、李［2004］も経営・労働問

題に言及している。 

 これらの研究成果からほぼ定説として言いうることは、第 1に、初期の財

閥主導の結果、労働市場が企業規模、職種、学歴などによる二重構造が形成

されたが、1990年代とくに IMF危機以降は、それに加えて、政治的（構造

調整など）、経済的（高失業、非正規労働の増加など）、社会的（高学歴化、

少子高齢化、「ジェンダー主流化」など）要因が絡み合って、労働市場の柔軟

化・多様化が著しい。 

 第 2に 1970年代をピークとする労働弾圧政治は、1980年代前半の過渡期

を経て、87年からの民主化以降、急速に溶解し、OECD、ILO、国連加盟と

あいまって、少なくとも労働法令の民主化が進んだ（後述するように「現実

化」でもある）。 

 こうした狭義の労働分野研究とは別に、1995～2000 年にかけて、普遍的

最低生活保障を中軸に「生産的福祉」を標榜する社会保障制度の急速かつ画

期的な転換がみられ、「韓国型福祉国家」（拙稿［2004a］［2004b］、武川・

金編［2005］など）として注目されている。福祉と労働をトータルに捉える

には、例えば、労働基準法の退職金制度と国民年金との関係や、国民基礎生

活保障法における「次上位階層」への自活誘導（ワークフェア）（拙稿［2005］）

などが課題となろう。本稿は、韓国型福祉国家のもうひとつの骨格である労

働分野を検証するための準備作業である。 

 

２． 経済・産業と雇用構造 

 

 前項で述べた韓国の経済発展過程を図示したものが、図 1である。 
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図１ 韓国経済の軌跡図 

 

  

以下の分析の前提となる労働・就業関連の実態を示しておこう。 

 まず、産業別就業構造について。農林漁業は1963年63.0％から70年50.4％

に減少し、その後も低落の一途をたどり現在（2004 年、以下同じ）8.0％で

ある。製造業は 67年に 10％、76年に 20％を超えたが、89年 27.8％から減

少し始め、現在 19.0％である。就業のサービス化は 85年に 50％を超えてな

お続き、現在 72.8％に達している。 

 労働集約的製造業に依存した時代は、製造業を中心に労働市場の流動性が

高かったが（なお終身雇用の未定着については安［1982］など）、流動性が

低落傾向を見せてきたことが読み取れる。 
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表１ 入職率・離職率（％） 

入職率 離職率  
全産業 うち製造業 全産業 うち製造業 

1970 4.70 5.40 5.10 6.00 
1985 3.70 4.30 3.90 4.50 
1997 2.32 2.45 2.65 2.93 
 
（出所）労働部『労働統計年鑑』各年版。 

 

 

図２ 労働者組織状況、失業率およびＧＤＰ成長率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）労働部『労働統計年鑑』各年版、同『労働白書』各年版より作成。 
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図 2から労働組合の組織化率を見ると，1977、78年と 88、89年の二度、

急上昇が見られたが、25％を超えたことは一度もなく、現在、15％を切って

いる。また組合員総数も、長期トレンドとしては上昇傾向にあるものの、89

年 193万人をピークに現在 150万人前後（二大労組は後述）にとどまってい

る。女性組合員比率は、86年 37％まで上昇したが、その後、ここ 10年ほど

は 20％前後で浮動している。こうした数値の背景事情などについては次節で

述べる。 

 

 

第２節 雇用・労働政策の変遷 

 

１． 憲法の労働規定 

 

 韓国の制憲憲法（1948年 7月 17日公布）「第 2章 国民の権利と義務」

で、労働を国民の権利かつ義務として、次のような条文がおかれた。 

 

 第 17条① すべて国民は労働の権利と義務を有する。 

②  勤労条件の基準は法律によって定める。 

③  女子と少年の勤労は特別な保護を受ける。 

第 18 条① 勤労者の団結、団体交渉と団体行動の自由は法律の範囲内で

保障される。 

② 営利を目的とする私企業において、勤労者は法律の定めるところに

より利益分配に均霑すべき権利がある。 

 

 その後、1962年、72年、80年に、主に表 2のような条文改正がなされた。

（修飾字句などの細部改訂は割愛した）。 
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表２ 韓国憲法の労働関係規定 

 勤労の権利・義務に関する条項 労働三権に関する条項 
1962 年
12月 

第 28条①国民の勤労の権利。「国家は
経済的・社会的方法で勤労者の雇用増
進に努力しなければならない」、を追
記。②国民の勤労の義務。「国家は勤
労の義務の内容と条件を民主主義的
原則に従って法律で定める」、を追記。 
（従前の②③は各③④とされた） 

第 29 条①「勤労者は勤労条件向上
のために、自主的な団結権、団体交
渉権及び団体行動権を有する。」 
②法律で認められた以外には、公務
員の労働三権は原則禁止に改訂。 

1972 年
11月 

（改正なし） 第 29条（①②は改正なし） 
③「公務員、国家・地方自治体、国
営企業、公益事業等における団体行
動権は法律によって制限されたり
認められないことがある。」（この
項、追加） 

1980 年
10月 

第 30 条①雇用増進と適正賃金保障に
努力すると改訂。 
③勤労条件の基準は人間の尊厳性を
保障するよう法律で定めると改訂。 
⑤「国家有功者等の遺家族は法律が定
めるところにより優先的に雇用機会
を与えられる。」（この項、追加） 

第 31条（①②は改正なし） 
③「国家・地方自治体、国営企業、
公益事業等における団体行動権は
法律によって制限されたり認めら
れないことがある。」（公務員を削
除：労働三権が認められる公務員の
団体行動権制限の撤廃） 

（注）「」内は原文の翻訳。下線部が改正箇所。 
（出所）小林謙一・李炳泰・金早雪［1991：24-25］。 

 

 1987年の第 9次改憲による現行憲法の条文は次の通りで、直前 1980年憲

法との相違は、下線部 3ヶ所である。 

 

第 32 条① すべて国民は勤労の権利を有する。国家は社会的・経済的方法

で勤労者の雇用の増進に努力しなければならず、法律が定めるところによ

り、最低賃金制を施行しなければならない。 

② すべて国民は勤労の義務を負う。国家は勤労の義務の内容と条件を民主

主義的原則に従って法律で定める。 

③ 勤労条件の基準は人間の尊厳性を保障するよう法律で定める。 

④ 女子の勤労は特別な保護を受け、雇用、賃金及び勤労条件において不当

な差別を受けない。 

⑤ 年少者の勤労は特別な保護を受ける。 

⑥ 国家有功者、傷痍軍人及び戦没軍警の遺家族は、法律が定めるところに

より優先的に勤労の機会を賦与される。 
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第 33条①勤労者は勤労条件の向上のために、自主的な団結権、団体交渉権、

団体行動権を有する。 

② 公務員である勤労者は法律で定めた者に限り、団結権、団体交渉権、団

体行動権を有する。 

③ 法律が定める主要防衛産業体に従事する勤労者の団体行動権は、法律が

定めるところによりこれを制限したり又は認めないことがある。 

 

こうした憲法労働条項の変遷を要約すると、経済発展 5ヵ年計画（輸出志

向工業化）が始動する 1962 年の改憲で、政府の雇用増進努力義務を加える

一方で公務員の労働三権の原則否認がもりこまれ、72年維新憲法では公務員、

第 3セクターと重要産業での団体行動権の制限が明記されているように、開

発優先と労働統制の強化がなされた。80年改憲では、適正賃金、人間の尊厳

性を保障する勤労条件、国家有功者等の遺家族の雇用確保が加えられ、87年

には最低賃金制、女性労働への差別禁止が付加された。 

このことから、1960年代の開発始動、70年代の開発独裁強化、80年代以

降における労働保護の一定の強化という歩みが読み取れる。 

 留意しておきたい点は、大統領に非常事態宣言の宣布権、経済統制と国家

動員令発布や言論統制等の権限を与えた「国家保衛に関する臨時措置法」

（1971年 12月～80年 11月廃止）の次の条項である。 

 

第 9条（団体交渉権などの規制） 

① 非常事態下で、勤労者の団体交渉権又は団体行動権の行使は、事前に主

務官庁に調停を申し込み、その決定に従わなければならない。 

② 大統領は、国家保安を害したり、国家動員に支障をきたす下記の勤労者

の団体行動を規制するために特別な措置をとることができる。（1）国家

機関又は地方自治団体に従事する勤労者、（2）国営企業に従事する勤労

者、（3）公益事業に従事する勤労者、（4）国民経済に重大な影響を及ぼ

す勤労者。 
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 上記②項は 1972年の維新憲法に引き継がれたが、「輸出自由地域設置法」

第 18条で「輸出自由地域の企業を公益事業とみなす」と規定され、「外国人

投資企業の労働組合及び労働争議調整に関する臨時措置法」（1970 年制定、

86年廃止）とあわせて、国内民間企業以上に厳しい労働統制がなされていた。 

 

２． 労働統制の展開 

 

 労働行政官庁として、1948 年、社会部労働局がおかれ、工業化始動期の

63年に労働庁、その後 81年に労働部に昇格し現在に至っている。 

労働関連法は、アメリカ軍政期（45年 8月～48年 8月）にすでに準備さ

れていたが、朝鮮戦争勃発で延期され、53年 3～5月にかけて労働委員会法、

労働組合法、労働争議調整法及び勤労基準法の 4 法が制定された。その後、

97年 3月にこれらを廃止して、新たに勤労基準法、労働委員会法、労働組合・

労働関係調整法、勤労者参与及び協力増進に関する法律へと抜本改正された。 

 主要労働法制の展開は、表 3の通りである。 

 
表３ 労働関連法年表 

労働関連法 政治・経済 
1945.11.5 朝鮮労働組合全国評議会（全評）結成 
1946.3.10 大韓独立促進労働組合総連盟（大韓労

総）結成 
1948.8 大韓民国憲法制定 
1948  社会部(後、保健社会部)に労働局設置 
1953.2.8 労働委員会法 
3.8 労働組合法、労働争議調整法 

   5.10 勤労基準法 
1954 大韓労総、韓国労働総連盟と改名 
1958 都市産業宣教会結成 
1961.5.16 軍事クーデターで労働組合解散 
1961.12.30 生活保護法制定 
1961.8.30 韓国労働組合総連盟（韓国労総）結成 
1963.4.17 勤労者の日（５月1日）制定 
1963.12.7 保健社会部・労働局を労働庁に改編 
1967.1.16 職業訓練法制定 
1967.3.30 職業安定法制定・施行 
1970.1.1 外国人投資企業の労働組合及び労働争

1945～48 軍政期 
 
 
第 1共和国（1948～60） 
朝鮮戦争（1950-53） 
 
 
 
 
 
1960.4.19 学生革命 
第2共和国（1961～62） 
1961 外資導入法 
 
第 3共和国（1963～73） 
 
 
1971.12.19（～1980）国家保衛に
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議調整に関する臨時措置法（86年廃止） 
1970.11.13 全泰壱氏、焼身自殺 
1973.3.13 労働関係4法改正 
1974.12 職業訓練に関する特別措置法制定
（75.1.1 施行） 
1979.8 YH 貿易女性労働者、新民党本部に篭城 
1980.12 労使協議会法 
1981 労働庁を労働部に改編。 
1981.12.31 職業訓練基本法制定（82.1.1施行） 
1984.3 韓国労働者福祉協議会結成。 
1987.12.4 男女雇用平等法制定（88.1.1 施行） 
1989.5 全国教員労働組合結成（1万 5000人） 
1988.12 国民年金法制定、最低賃金法制定（89
年 1月施行） 
1990 障害者雇用促進等に関する法律 
1990.1 民主（第 2）労組ナショナルセンターと
して全国労働組合協議会（全労協）結成  
1992 高齢者雇用促進法制定 
1993.12.27 雇用保険法制定（95.7.1 施行）、雇用
政策基本法制定 
1994.1.7 職業安定法全文改正（94.7.1 施行） 
1994.3.9 勤労者の日（５月1日）を有給休業化 
1995.11.11全国民主労働組合総連盟（民主労組）
結成 
1997.3.13 勤労基準法・労働委員会法・勤労者参
与及び協力増進に関する法律の抜本改正、労働
組合及び労働関係調整法新設（労働組合法と労
働争議調整法を廃止） 
1998.2.20 派遣勤労者保護等に関する法律制定
（98.7.1 施行）、賃金債権保障法制定（98.7.1
施行） 
1998.2.24 公務員職場協議会の設立に関する法
律制定（99.1.1 施行） 
1999.1.29 教員の労働組合設立及び運営等に関
する法律（1999.7.1 施行） 
1999.5.24 労使政委員会の設置及び運営等に関
する法律制定・施行 
2000.6.1国民基礎生活保障法施行（生活保護法廃
止） 
2001.8.14 勤労者福祉基本法制定（2002.1.1 施
行）、男女雇用平等法全文改正（2001.11.1施行） 
2004.3.5 青年失業解消特別法制定・施行（～
08.12.31） 
2004.12.31  勤 労者職業能力開発法制定
（2005.6.1 施行） 
2005.1.27 公務員の労働組合設立及び運営等に
関する法律制定（2006.1.28施行）；勤労者退職
給付保障法制定（2005.12.施行） 

関する特別措置法 
 
1973.1 重化学工業化宣言 
第 4共和国（維新体制：1973～79） 
 
1979.10.26 朴大統領射殺 
1980.5 光州事態 
第5共和国（1981～87） 
1987.6.29 民主化特別宣言 
 
第 6共和国（1987～現在） 
盧泰愚大統領（88-93） 
 
 
1990.11 民主労働党、結成 
1991.9.10 国連加盟（南北同時） 
1991.12.9 ILO 加盟 
 
金泳三大統領（文民政府：93-98） 
 
1994.6 ILO から労働法改正勧告 
 
 
1996.8 OECD 加盟 
1997.11 IMF 通貨危機 
 
 
 
金大中大統領（国民政府98-2003） 
 
 
1998.1.18 労使政委員会発足 
1998.2.6 労使政委「経済危機克
服のための労使政共同宣言文」 
 
 
 
 
 
 
 
盧武鉉大統領（参与政府：03-08） 
 

（出所）筆者作成。 

 

集団的労使関係の主要事項の変遷を整理したものが表 4である。注意を喚
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起すると、軍事政権時代（1961～79年）、法令の実態乖離は通常理解される

ような形骸化だけでなく、大統領の超法規的措置による法令の合法的無効化

という側面を合わせ持っていた。そうした極度の統制のもとでの非合法又は

脱法的な労働争議・運動は、文字通り、命がけになることも少なくなかった。 

 
表４ 集団的労使関係に関する主要事項 

1953年 
 
1963 年 
 
 
1971～80年 
 
 
1973 年 
 
1974 年 
 
1980 年 12月 
 
 
 
1987 年 11月 
 
1997 年 3月 
 
 
1999 年 7月 
2006 年 1月 

労働三権保障、労組の自由設立主義（申告制）、企業別協約の強制、 
 
労組設立申告制度（実質は許可制、～97年）、複数労組の実質禁止(1)、
産別労組規定の新設、政治活動禁止、労使協議会設置根拠の新設 
 
国家保衛法、維新憲法により、労組法・労争法の事実上機能中止労働庁
例規第103号「国家非常事態下の団体交渉権等調停業務処理要領」 
 
産別放棄・企業別原則に転換、複数労組禁止明記（新設）、労働争議斡
旋を労働委員会から行政官庁に移管 
労使協議会の地位明確化と労使紛糾予防目的追加 
 
第三者介入禁止条項新設（労組法第12条の2）、労組設立・団体交渉権
（企業別原則）の制約強化、ユニオンショップ協定廃止、労使協議会法
制定 
 
複数労組禁止条項の強化(1） 
 
複数労組の原則容認、使用者による労組専従者への給与支払い・資金援
助の禁止（該当する場合は2002年 1月から適用） 
 
教員の労働組合合法化 
公務員の労働組合合法化 

（注）(１）1963 年労働法第 3 条（労働組合の定義）但し書きで「既存の労働組合の正常的な
運営を妨害することを目的とする場合」、87 年法の第 3条但し書き第 5項で「対象
者を同一とする場合」、労組とは認定されないとされた。 

（出所）金裕盛［2001］などから作成。 

 

 集団的労使関係について集約すると、政府は 1950年代から 80年代を通じ

て、労働団体の政治勢力化は決して許さず、特に左派・急進的労組を徹底的

に排除し、他方で政府に協力的な労組を、独自の政治勢力化は阻みながら包

摂・保護することで労働三権保障の形態だけは確保しようとしてきた。労組

設立許可主義、産別から企業別原則の強制、複数労組禁止、80年の第三者介

入禁止規定など、いずれもこのスタンスの具体的帰結である。 

包摂・保護対象が韓国労総であったことは周知の通りで、それに関連して、
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ノーワーク・ノーペイ原則規定がありながら、実際は労組専従者への賃金支

払いが慣習化していた。97年からこの是正に取り組まれている。 

 さらに付言しておくと、1980年代以降、労働統制が緩和されて労働三権の

「現実化」が進んだことは事実だが、同時に労使協調の経営風土を根付かせ

ようとする政策については研究者の間でも注目度がやや低いようである。す

なわち 63 年の労組法にあった労使協議会規定を源流とする労使協議会法

（1980年）が、97年 3月、勤労者参与及び協力増進法に発展解消され、事

業場単位の労使協議会の設置と 3ヶ月ごとの定例会合義務などはほぼそのま

ま踏襲したが、従来の労使と公益の代表からなる中央労使委員会（労働部長

官所属）は、政府代表を加えた中央労使政委員会（労働部長官が議長）に改

訂された。労働部・労使協力福祉課では、「労使文化大賞」を設けたり、労使

協力の優秀事例、失敗事例をホームページでも公開しているが、モデルはト

ヨタに代表される日本である（日本的経営を再評価する久米［1998］、参照）。 

 本節最後に、個別労使関係についてごく概略を述べておく。 

 まず雇用安定について。1960年代以降、都市・民間工業部門の雇用吸収率

が相当高かったが、70年代半ばから技術・専門職などの人材難が顕著化した

ため、企業規模、職種、学歴などによる労働市場の二重構造が深刻化した。

そのため80年代の雇用政策は、職業訓練など人材高度化に焦点がおかれた。

90 年代には、産業構造の変化、高学歴化、ライフスタイルの多様化のほか、

ILO加盟によって労働条件の国際水準化にも迫られたことから、雇用保険法、

雇用政策基本法が制定され、職業安定法の全文改正がなされた。 

 労働市場柔軟化と多様化を示すこととして、派遣労働、フレックス労働制、

整理解雇条項の導入、外国人労働許可制4、さらに大企業から順次施行されて

いる 40時間労働などがある。 

 最後に、退職金制度について。当初の勤労基準法以来、勤務 1年につき 30

日相当の退職金支払いが義務付けられていた。しかし、大企業などでしか実

行されず、実行されても、終身雇用が必ずしも定着していなかったため、事

前分割支払いが慣例化していた。1988年末に国民年金法が施行されても、同
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規定が存続したのは、退職金制度が老後所得保障になっていなかったからで

もある。賃金債権保障が独立法となったほか、2003年 5月 29日の労使政委

員会（第 26回本会議）でも退職金問題が取り上げられたことなども含めて、

この詳細は後日、解明したい。 

 

 

第３節 労使関係・労働条件をめぐる現状 

 

１． 労働勢力と使用者団体 

 

 韓国最大の労働組合（ナショナルセンター）である韓国労総（1961年設立）
5は、その前身大韓労総時代にも自由党の事実上の支部機関であったが、朴政

権時代も政府寄り、御用組合と批判されてきた。そのため、1970年代を通じ

て賃金・労働時間・解雇などの労働条件の改善を目指す非合法労働争議が、

大韓労総に属さない、時には公認されていない中小規模労組で頻発した。 

特に衝撃的な事態は、清渓被服工場労働者・全泰壱氏のソウル平和市場で

の焼身自殺（1970年）6、朴大統領射殺の遠因とも言うべき YH貿易女子労

働者の新民党本部への篭城（1979年）などである。これら自発的・突発的労

働争議を支援したのが、在野労働シンパともいうべき基督教都市産業宣教会、

高麗大学労働問題研究所、労働夜学などであった7。1980年代には、大学生・

大卒者などが労働運動を支援するために経歴などを詐称して工場労働者とな

る「偽装就業」が社会問題化したため、政府は第三者介入禁止で応酬した。 

 これら反韓国労総を 1つの共通項とする在野労働シンパの水脈は、紆余曲

折を経て 1994 年、民主労働組合総連盟（民主労総）に結集した。結成直後

から急速に勢力を伸ばし、2003年には傘下 1332組合（総数の 21.3％）に実

に 66万人（労組員総数 155万人の 44％）と、3951組合（63.1％）を擁す

る韓国労総の 78万人（52％）に肉薄した8。さらに 2006年 1月末の公務員

労組（加入可能は 29万人）の合法化9で、比較的穏健な公務員労働組合総連
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盟（推定 5万人）は韓国労総傘下に入ると見込まれているが、全国公務員労

組（14 万人）が民主労総加盟を決定したことから、僅差で韓国労総が結成

45年で第 2位労組に転落したことになる。 

他方、「労使紛糾」（労働争議）件数は 1997年 78件から 2004年 462件に

年々増加したが、表 5のように、この間の約 2000件のうち約 1600件（8割）

が「闘う労組」の定評通り民主労総に集中している。実際、民主労総は労使

政委員会にも当初は代表を送っていたが、教員・公務員労組問題から委員辞

任し、現在に至るまで参加していない（韓国労総は辞任－復帰を繰り返して

いる）。 

 
表５ 労働争議状況 

 労組別内訳 
  

労働争議
調整申請 

労使紛糾 
韓国労総 民主労総 その他 

1997～2000 3,378  655 141 497 17 

％ ― 100.0  21.5  75.9  2.6  

2000～2004 3,881  1,339  209  1,113  16  

％ ― 100.0  15.6  83.1  1.2  

（注）「その他」は、上部未加盟と労組なしの合計。 

（出所）労働部『労働白書』2005年版、pp.395-396。 

 

しかし民主労総を含めて、2004年秋、朴スンオク・民主化運動記念会研究

員が「労働界は『王子病』にかかっている」という批判が現実化して、目下、

労働史上最大の危機に瀕している10。まず 2005年 1月に韓国労総 30余人、

民主労総 14名のいずれも幹部が就業斡旋収賄で拘束され（実刑宣告）、続く

5月にも韓国労総の前委員長ら 2件、民主労総 1件、さらに 10月には民主

労総の主席副委員長のリベートや収賄事件が起こった。中には金額が億単位

にも達しているものもある。 

韓国労総が政府の御用労組と言われていた頃から、その幹部は「労働貴族」

と批判されてきたが、2005年の大型不祥事は民主労総でも発生したため、そ

の衝撃と失望は一層大きい。また過去 5年間、韓国労総は 473億ウォン、民
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主労総は 30 億ウォンを、施設建設や賃貸費の支援名目で国庫支援を受けて

いただけに11、批判も強い。複数労組合法化による「共倒れ」を懸念して、

同年 9月に、双方とも委員長主導で 2006年 2月統合案が出されていたが、

現場労組の反発も根強い上に、10 月の民主労総委員長の引責辞任で、「労働

界の一極化・中央集権化ジレンマ」12の表出は少し先送りされた。 

今後、労働界のこうした状況で政界図も大きく変わってくるが、遡って

2000年 1月に、「労働者民衆の政治勢力化」を 3大課題の 1つとする民主労

働党が党員 9000 余人で結成されたことも、韓国労働史上に残る出来事であ

る。創党宣言文に「民主、平等、解放の新しい世の中を目指し、民衆の熱望

をこめて民主労働党を創党する。……2000年を、腐敗と地域主義に汚された

後進的政治清算元年とし……国際投機資本の攻撃とアメリカの軍事覇権主義

に反対し……」と謳い、綱領でも「資本主義の矛盾を克服して民主的経済体

制樹立」のための財閥解体を明言するなど、急進的立場を鮮明にしている。

「労働を通じた自己実現」として、働く権利の保障、女性の社会的労働権保

障、週 35 時間労働の実現、そして労働階級の政治勢力化の完遂を掲げてい

る。 

 同党は 2004年の国会選挙で初めてそれも一気に 10議席を獲得した。2006

年 2 月現在、300 議席中、与党ウリ党（民主党から分裂）144、ハンナラ党

126、民主党 11、民主労働党 9、自由民主連合 1、無所属 9という与野党伯

仲のなか、数字の上では一定のキャスティング・ボートを取りうる立場にあ

る。 

 他方、使用者団体を簡単に紹介しておくと、最大組織は、全国経済人連合

会（1961年創設）で、ほかに、韓国経営者総協会、大韓商工会議所などがあ

る。労使政委員会には、全経連、経総から代表が出されている。 

 

２． 労働市場の現状と諸問題 

 

 第 1節で述べたように、産業別雇用では 1980年後半に製造業が 30％を下
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回り、サービス産業への集中が急速に進んだ。また、ジェンダー主流化政策

や 97年 IMF経済危機後の経済構造改革の結果、労働市場の女性化、柔軟化

が見られた。表 6によると、職種別では、サービス・販売（25.2％）が、技

能員等（10.9％）と装置・機械操作組立（10.8％）の合計を上回っている。 

 
表６ 就業者の職種別・性別構成（1000人） 

 計 議員・高位

役員・管理

者、専門家 

技術

工・準専

門家 

事務 サービ

ス・販売 

農林

水産 

技能員

等 

装置・

機械操

作組立 

単純

労務 

計 

％ 

22139 

100.0 

2299 

10.4 

2140 

9.7 

3172 

14.3 

5570 

25.2 

1834 

8.3 

2407 

10.9 

2387 

10.8 

2329 

10.5 

男 13031 1487 1412 1676 2184 1005 1972 2082 1213 

女 

％ 

9108 

41.1 

812 

35.3 

729 

34.1 

1496 

47.2 

3387 

60.8 

828 

45.1 

435 

18.1 

305 

12.8 

1116 

47.9 

（注）（1）職業分類は2000年に10種に改編されたが、ここでは簡略化のため、「議員等」
と「専門家」、「サービス」と「販売」を1つにまとめた。 

（2）「計」欄の％は職種構成比、「女」欄の％は各項目の女性比率。 
（出所）統計庁『経済活動人口年報』2003年版。 
 

 こうした産業・職種別雇用構造にも関連して、最も注目される現象は非正

規労働の急増である。 

労働部・経済活動人口調査における「従事上の地位」の定義によると、「常

用勤労者」とは、「特別な雇用契約がなく期間が定められておらず継続して正

規職員として働き賞与、手当て、及び退職金等の給付を受ける者、又は雇用

契約期間が 1 年以上の者」で、「臨時勤労者」とは「雇用契約期間が 1 ヶ月

以上 1 年未満の者、又は一定の事業完了の必要性から雇用される者」、そし

て「日雇勤労者」とは、日雇いに相当するもので、「雇用契約期間が 1 ヶ月

未満の者、又は一定した事業場がなく流動して働いて対価を受ける人々」で

ある（『労働統計年鑑』2005年版、565ページ）。 

他方、「正規」「非正規」の区別は、直接雇用かそれとも派遣労働に代表さ

れる間接雇用かを主たる観点としつつ、「非正規」について、「限時的」「限時

的・期間制」「非典型」という区分がなされている。「限時的・期間制」は雇

用契約期間が定められている者、それ以外の「限時的」は期間の定めはない

が非自発的要因から継続雇用が期待されない契約社員のようなケース、そし
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て「非典型」は派遣などである。 

表 7は労働部が示した 2005年調査結果である。政府見解では、労働界が

非正規職が 57.5％に達するというのは C（正規の臨時・日雇）を含めたもの

で、これらは雇用が不安定な「脆弱労働者」ながら、2002 年 7 月の労使政

委員会合意を根拠に非正規職には含めないとしている。政府の定義に従って

も、非正規労働が 2001年 363万 5000人（26.8％）から 05年には 548万

3000人（36.6％）と約 200万人（10ポイント）も増加していることは事実

である。 

目下、派遣労働者保護法に次いで、国会で審議中の非正規労働者保護立法

は韓国労総、民主労総とも主要政策課題としているが、これら「脆弱勤労者」

を含めるかどうかなども争点の 1つである。 

 
表７ 経済活動人口調査付加調査の雇用形態別分類（2005年 8月調査） 

非正規職  
従事別地位 限時的 限時・期間制 非典型 

正規職 計 
（千人） 

常用職 A：1,512 千人； 10.1％ D：6,414千人；42.9％ 7,926 
臨時職 
日雇職 

B：3,970 千人； 26.5％ C：3,073千人；20.5％ 7,034 

計 5483 千人； 36.6％ 9,786 千人； 63.4％ 14,968 
2001年 8月 3,635 千人； 26.8％ 9,905 千人； 73.2％  
（出所）労働部ホームページ「労働部ニュース」[ http://molab.news.go.kr/ 
molab/index.html、2006年 1月 31日アクセス]。 

 

 政府は、52万人の雇用創出に 1兆 5000億ウォンを充当する 2006年度予

算案を公表した。雇用数が多いものとしては、高齢者 6万人（1人当たり 20

万ウォン／月、最長 7 ヶ月）、基礎生活保障受給者と「次上位階層」の自活

勤労 8万人（同 2万～3万 1000ウォン、同 1年）、青少年職場体験（同 30

万ウォン／月、同 6ヶ月）、青少年雇用促進奨励（同 60万ウォン／月、同 6

ヶ月）などで、支援単価の高いものとして、2000人の海外就業支援（教育費

に同 400万ウォン、インターン滞在費に同 500万ウォン、同 6ヶ月）である。 

 以上、労働市場の多様化の全貌にまではとどかないが、柔軟化の一端は捉

えられるであろう。労働政治民主化という変数と、他方では労働市場構造の
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変動という変数は、大韓労総、民主労総の動向とあわせて、一大労働勢力の

結集に至るのかどうか。さらに、こうした労働分野の新たな動きが、少子高

齢化、情報・サービス化、国際化、ジェンダー主流化、福祉国家化などの高

度産業社会の特徴を強くする中で、福祉フレームワークとどうリンクするの

か、いずれも今後の課題としたい。 

 
                                                  
〔注〕 
1 為替レートや金利が規制されていた頃、法定レートや金利を市場実勢に近づけ
ることを「現実化」と称され、現在でも、最低生計費などについて同様の趣旨で

用いられている。 
2 1995年から 2000年にかけての普遍的公的扶助システムの構築（金早雪
［2005］）をめぐって、金淵明は国家の役割強化を指摘している（金淵明編
［2006］）。 
3 DSR（Debt Service Ratio）は、輸出などの国際経常収入に占める債務元本・
利子返済額の比率。累積債務危険度はこのほか、債務額のGDP比 5％程度を基
準とする見方もある。 
4 外国人労働は、従来、出入国管理法によって専門職（ITは 2000年から）のほ
か、外資系での研修制度（1991年 11月）、産業研修制度（02年 8月）におかれ
ていたが、04年 7月から独立法によることとなった。1年更新 3年期限、勤労
条件、4種社会保険などが内国民同等に適用される。 
5 綱領の第一に「組合民主主義を貫徹し資本と権力から労働運動の自主性を堅持
する」とし、2「労働基本権の完全保障」、3「完全雇用と生活賃金の確保、労働
時間の短縮を持続的に推進する」などからなる。韓国労総ホームページアドレス

http://www.fktu.or.kr/。 
6 全泰壱記念館建立委員会編［1983］。清渓被服工場団地は、九老工業団地と並
ぶソウル市内の中小輸出企業地域であった。埋め立てられた清渓川が高速道路ラ

ンプまで撤去して修復され、2005年 11月、この再生緑地公園に全泰壱記念銅像
が建立された。 
7 「戦争のような夜勤を終えた」で始まる詩『労働の夜明け』（朴ノヘ［1993：
22-25］）などで、労働文学として高く評価されている朴ノヘ（労働解放からとっ
たペンネーム、本名は朴基平）は、極貧の中学時代、金芝河『五賊』、高麗大学・

趙容範教授の『後進国経済論』、雑誌『思想界』、野党新民党（党首は金大中氏）

機関紙『民主戦線』などを大学生から借りて貪り読み、後には解放神学に傾倒し、

社会主義を標榜したことで 1991年、投獄された。朴ノヘ［1992］には「労使協
議会のくそったれども」という表現も見られる（38ページ）。 
8 残り 974組合（15.6％）、16万人（3％）は上部非加盟。傘下組合の平均規模
は、韓国労総 210人、民主労総 506人、未加盟 46人である。なお組合員規模別
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構造は、49人以下が数では50.3％だが人数は3.6％で、1000人以上が数は2.7％、
人数では 61.7％、そのうち 5000人以上だけで 0.5％、44.0％である（労働部『労
働白書』2005年版、p.394）。なお民主労総ホームページ（http://www.nodong.org/） 
も参照のこと。 
9 教員労組（1999年解禁）同様、公務員も、団結権は無条件、団体交渉権は
制限つきで認められ、団体行動権は認められていない。韓国史上第 1号「ソ
ウル特別市公務員労働組合」などに設立申告証が交付された。申請せず申告

証交付を受けない団体は、労組と認めない方針でもある。 
10 『朝鮮日報』2005年 6月 1日（朴氏の論稿の出典は不詳）。以下の労働界問
題は、同紙ほか各新聞情報（ホームページ含む）による。なお、「王子病」とは、

甘やかされたわがまま娘を「コンジュ（お姫様）病」と言った流行語をもじった

もの。 
11 韓国労総は予算 30億ウォンに対して月額組合費は 300ウォン（年間収入 18
億ウォン）、民主労総は 1000ウォン（同 50億ウォン）（予算額不詳）で、財政
基盤が弱く、またこうした国庫補助は先進各国にも見られることだというむきも

ある。ちなみにコーラ 1本が 1000ウォン程度である。 
12 日本の例でも、1国 1労組（ナショナルセンター）体制は、全国レベルで政治・
経済に影響力を持つ反面、労働運動の原点である現場の自主性や主導権が奪われ、

労働組織・運動の形骸化、内的弱体化を来たすジレンマがあるという。――定年

退職される下田平裕身教授から助言頂いた。感謝を記しておきたい。 
 
（付記）本稿脱稿後の 2006年 2月 23日、呉学殊氏（労働政策研究・研修機構、
研究員）が法政大学大原社会問題研究所主催公開講演会「日韓労使関係の比較」

にて、韓国の非正規労働の 70％は派遣など「限時的」で、非正規全体でも 30-40
代の男性が多いと指摘されていた。韓国の非正規労働問題の深刻さが窺える。 
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